
成績概要書 (2008 年 1 月作成)
研究課題：道北地域における集約放牧システム導入と放牧移行過程の技術変化並びに経営評価

寒地中規模酪農における集約放牧技術の確立(3)中規模酪農における集約放牧システムの確立

1)集約放牧システムの体系化と営農モデルの策定(2)天北型集約放牧システムの体系化と営農モデルの策定

2)集約放牧技術の経営評価と地域導入シミュレーション(2)天北型集約放牧技術の経営評価と地域への波及効果の解明

担当部署：上川農試天北支場技術普及部・体系化チーム、根釧農試・経営科
協力分担：北海道農研・集約放牧研究チーム、北海道農業経営研究チーム
予算区分：独法受託
研究期間：2003 ～ 2007 年度(平成 15 ～ 19 年度)
１．目的

道北地域の多雪地帯における酪農経営が新たに放牧を導入したり、より放牧を重視した経営に移行
するために現地で組み立て実証を行い、移行過程の技術変化と経営評価を明らかにする。また、地域
において集約放牧へ移行した酪農経営を明らかにし、営農条件別に集約放牧への移行マニュアルを作
成する。
２．方法
１）集約放牧導入・転換による実証農家の技術及び経営の変遷(2003 ～ 2007 年)
(1)幌延町２戸(Ｅ農場：既存放牧、Ｇ農場：フリーストール舎飼)を選定し集約放牧経営に移行させ
る。導入技術は電牧システム・簡易更新・放牧利用計画等、調査項目は生産技術が放牧草採食量等、
経営内容は収益性等、導入・転換の評価は飼料自給率向上、省力化、低コスト化等とした。
２）道北地域における集約放牧実施農家の経営展開とその評価(2003 ～ 2007 年)
(1)先進的酪農経営 10 戸を調査し集約放牧技術の導入過程における技術・経営の変化と特徴を営農条
件別に類型化し、経営展開とその評価を行った。
３）道北型集約放牧への移行マニュアルの作成(2007 年)
(1)実証農家２戸と道北地域の先進的酪農家８戸の調査結果より、営農条件別に３タイプ(放牧拡充型、
放牧転換型、新規参入型)の移行マニュアルを作成した。
３．成果の概要
１）集約放牧導入・転換による実証農家の技術及び経営の変遷
(1)実証農家２戸は、移行過程で経産牛乳量を減少させたが、電気牧柵と水槽の新・増設及び簡易更
新法による放牧地の植生改善等をいずれも初期の１～２年で実施できた。
(2)濃厚飼料の給与は、放牧依存度の向上により低蛋白と高エネルギーのものに変更した。放牧地は
兼用地を有効に活用し、植生改善は初期生育の早いペレニアルライグラス(PR)草種と作溝型播種機
を組合せた簡易更新法で実施し、放牧を継続しながら２～３年目で十分な効果が見られた(図 1)。本
方式は耕起更新より放牧地への転換を容易にする有効な方法であった。
(3)両農場は、放牧依存率を高め搾乳牛で年間６０％以上の高い飼料自給率を維持し(図 2)、植生改
善と短草利用により放牧地からの乳生産を高めた効率的な放牧地利用を達成した。
(4)放牧は、病傷事故率の低下など乳牛の健康を改善したが、バルク乳の乳中尿素窒素濃度を高めた。
(5)集約放牧導入や放牧転換は、いずれも年間の総労働時間を削減する効果が認められた。
(6)収益性の変化は、放牧経営への移行時に生乳代金と農業経営費の両方の減少が見られた。生産資
材費は、放牧転換に伴う初期投資が最初の１～２年で約３００万円程度であり、経営費全体の削減効
果は飼料費や農業関係共済の経費減少により３年目頃から認められた。
２）道北地域における集約放牧実施農家の経営展開とその評価
(1)営農条件別に３タイプ(Ⅰ：放牧拡充型、Ⅱ：放牧転換型、Ⅲ：新規参入型)に分類した。
(2)移行の動機は、事故率軽減と経営収支改善及び新規参入時の初期投資の軽減等であった。
(3)移行に必要な年数は、タイプⅠが２～３年、タイプⅡとⅢは４～５年程度であった。農業収支で
は、放牧関連の施設整備やＰＲ導入など植生改善を数年かけて実施し、放牧牛の採食程度判定など放
牧技術の習得により、所得率が向上し農業所得の増加が見られた(表１)。
(4)移行期の技術変化では、放牧地管理と乳牛管理において、継続的な改善が実施されていた(図 3)。
(5)アンケートに寄せられた放牧への期待は、集約放牧により達成されることが確認出来た。今後、
地域への波及には、先進的な実証展示と実体験、放牧マニュアルの活用が必要と考えられた。
３）道北型集約放牧への移行マニュアルの作成
(1)農家実証と先進的放牧酪農経営の調査結果より、営農条件別に移行マニュアルを作成した(図４)。

以上の結果、集約放牧への移行期の技術・経営等の課題を明らかにし、道北型集約放牧への移行マ
ニュアルの提案による放牧経営へのスムーズな移行を可能とし、高い粗飼料自給率を維持出来る。



４．成果の活用と留意点
１）本成果はペレニアルライグラス草種の栽培が可能な道北・道央・道南地域で活用できる。
２）集約放牧の移行期は、生産技術面で初期投資の完了と技術の普遍化、経営面では農業所得率３

０％を目安に改善傾向が見られるまでの期間とした。
３）本マニュアルは、中規模酪農経営を対象に放牧地を作溝型播種機で簡易更新し、放牧を継続し

ながら植生改善を目指す方式を基本とする。
５．残された問題点とその対応

１）放牧草採食量の増加による蛋白質とエネルギーバランスの変動が乳牛に及ぼす影響と乳中尿素
窒素(MUN)濃度上昇を抑制する放牧期の併給飼料給与法の検討。
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図１．簡易更新による放牧地植生(Ｇ農場)
の変化(2003-2007年)

兼用地

専用地

図４．タイプⅠ(放牧拡充型)の移行マニュアル

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目
経営展開 放牧経営 放牧重視 一般放牧 移行期 安定期

放牧形態 集約放牧 日中～昼夜放牧 昼夜放牧
草地確保放牧専用(ha) 面積確保 25.5 23.1

(搾乳牛+乾乳牛) (搾+乾+子+育) 牧区再編
兼用地(ha) 0 14.2 (中牧区)
採草地(ha) 40.2 28.4 28.4 28.4
合計(ha) 65.7 65.7 65.7 65.7

植生改善 簡易更新 PR草種導入 15-20ha 5-10ha 随時 採食性向上
放牧施設 牧柵 高張力電牧 ﾊﾞﾗ線、電牧等 専2段、兼1段 省力化

水槽 １基/２牧区 新・増設
牛道等 幅５ｍ ５～７ｍに拡幅 随時補修

飼養技術 濃厚飼料 CP含量低減 CP18%,6kg/日 CP16-14%,6kg/日 削減開始 3-5kg/日
粗飼料 削減 ｻｲﾚｰｼﾞ･乾草6kg/日 削減開始 2-4kg/日

牛群管理 放牧誘導 省力化 牧区ﾚｲｱｳﾄ 牧区再編
群分け 放牧育成 搾乳+乾乳牛放牧 子牛+育成放牧 (４群放牧) 放牧重視

繁殖管理 発情発見 目視観察 繁殖管理板･ﾁｮｰｸ等 繁殖良好
ＭＵＮ対策 ｴﾈﾙｷﾞｰ補給 CP含量調節 ｴﾈﾙｷﾞｰ飼料増給 ＭＵＮ低下

経営管理 投資計画 低コスト化 投資効果検討 低コスト
放牧利用 体系化 先進地視察 移行ﾏﾆｭｱﾙ活用

放牧ﾚｲｱｳﾄ 省力化 研修会参加
施肥管理 適正化 土壌分析 適正管理技術習得

粗飼料生産 貯蔵量削減 生産計画作成
給与法 放牧型給与 移行ﾏﾆｭｱﾙ活用
繁殖 改善

注1)放牧専用地には、乾乳用1.0ha(導入前)、子牛用1.3ha(1年目)、育成用3.4ha(1年目)の面積を含んで算出。
注2)飼養技術の各給与量は、放牧期における乾物給与量を示す。
注3)図中の矢印は、重点(太線)、継続(実線)、随時(点線)をそれぞれ示す。
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低コスト・効率化

先進事例研修 (意見交換) 情報交換・支援

表１．集約放牧移行農家の農業収支推移
農業所得 農業所得率(％)

導入前 移行期 安定期 導入前 移行期 安定期
A 100 99 110 36.0 37.9 42.6 2年

Ⅰ B 100 110 30.3 33.6 3年
C 100 151 207 24.0 27.4 33.6 3年
E 100 124 98 32.0 34.3 31.2 2年
F 100 196 268 15.0 24.9 31.4 4年
G 100 89 21.0 19.0 移行中
H 100 163 27.4 37.5 3年
I 100 263 13.1 33.1 4年
Ｊ 100 7.5 移行中

注1)農業所得は導入前又は移行期を100とした割合。
注2)移行期間の移行中は、Ｇ、Ｊ農場とも５年目(2007年)に入っている。
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・水槽、牛道整備
・簡易更新でPR導入
・土改材施用
・兼用地の利用
・放牧地の拡大
・不食過繁草の抑制
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電気牧柵、小牧区放牧 購入飼料は補助的な飼料

中放区放牧

導入前

放牧未実施農家

・濃厚飼料多給

新規参入

・初期投資抑制の
意向

放牧地管理 乳牛管理

乳牛飼養の改善

・放牧草量の的確な把握

・放牧草採食量に対応し

た併給飼料の給与

・効率的な繁殖管理

・６ヵ月齢程度からの放牧

・省力的な牛の出し入れ省力化への指向

図 ３．集約放 牧への移行 期と安定期の 技術変化

図２．集約放牧導入及び放牧転換による搾乳牛の
飼料自給率の推移(2002～2006年)
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